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 前提として市民にとってどのよう
な区制度が望ましいかという視点
が不可欠。

 一般に大都市が直面する、民意の
反映の難しさ＝「民主主義の赤
字」問題に留意すべき。

 「議会内分権」を主とし、大都市
の一体性を重視した、都市内分権
の視点から区制度を構築すべき。
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現行法（未施行分を含む）（指定都市）
第252条の20（区の設置） 指定都市は、市長の権限に属する事務を
分掌させるため、条例で、その区域を分けて区を設け、区の事務所又は
必要があると認めるときはその出張所を置くものとする。
２区の事務所又はその出張所の位置、名称及び所管区域並びに区の事務
所が分掌する事務は、条例でこれを定めなければならない。
３〜５（略）
６指定都市は、必要と認めるときは、条例で、区ごとに区地域協議会を
置くことができる。この場合において、その区域内に地域自治区が設け
られる区には、区地域協議会を設けないことができる。
以下、略

第252条の20の２（総合区の設置） 指定都市は、その行政の円滑な
運営を確保するため必要があると認めるときは、前条第一項の規定にか
かわらず、市長の権限に属する事務のうち特定の区の区域内に関するも
のを第八項の規定により総合区長に執行させるため、条例で、当該区に
代えて総合区を設け、総合区の事務所又は必要があると認めるときはそ
の出張所を置くことができる。 以下、略

旧法（特別市）
第270条 特別市は、市長の権限に属する事務を分掌させるため、条
例で、その区域を分けて行政区を設け、その事務所を置くものとする。
（略）
第271条 行政区に区長及び区助役一人を置く。
2 区長は、その被選挙権を有する者について選挙人が投票によりこれ
を選挙する。
以下、略

地方自治法上の大都市の区制度の変遷
特別市制度の行政
区（区長公選、区議

会なし）

≠
いわゆる行政区

指定都市制度のも
と区制度に大きな
変更はなし

・区地域協議会設置規
程の追加

・区の事務分掌条例、
総合区制度新設

⇦区単位への議会
関与・権限の見直
しも伴うべき？
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主な改革
構想

「都」構想
「特別自治
市」構想

「指定都市権限
拡充」構想

主な特徴 広域自治体と大都
市地域の合体

広域自治体から大
都市の分離

現行指定都市制度
を前提とした権限
拡充

既存の類
似制度

都区（特別区）制
度
（東京都）

かつての地方自治
法上の特別市制度

（地方自治法改正
等で一定程度実
現）

提唱例 大阪（府・市） 横浜市など 第３０次地方制度
調査会答申

大都市内
分権と区

特別（自治）区の
設置（直接公選の
長・議会）

公選の区長なし、
区議会も想定せず

（地方自治法改正
で総合区制度創
設）

6

近年の大都市制度改革論
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該当する地域は，
・札幌
・さいたま
・千葉
・横浜、川崎
・名古屋
・京都
・大阪、堺
・神戸

（参考）「都構想」に必要な法制度の整備

大阪市特別区
設置住民投票
の結果により、
現時点では
「都構想」の
具体的な予定
はなし。
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改革のオルタナティブ①

区長を選
挙で選ぶ

区長を選
挙で選ば

ない

区民による直接
公選で選ぶ

区単位の合議制
機関により間接

的に選ぶ

特別職の区長を
設置する

一般職の区長を
設置する

区議会議員のなかから
区長を選ぶ

市議会の委員会・付属
機関等のメンバーから

区長を選ぶ

Ⅰ型：特別市型
例：旧特別市、東京都

特別区、大都市特別区、
韓国大都市（ソウル特
別市、広域市）の自治

区

Ⅰ型：特別市型
例：旧特別市、東京都

特別区、大都市特別区、
韓国大都市（ソウル特
別市、広域市）の自治

区

Ⅱ型：カウンシル型
例：ロンドンのバラ
Ⅱ型：カウンシル型
例：ロンドンのバラ

Ⅲ型：議会内分権型
例：トロント市

Ⅲ型：議会内分権型
例：トロント市

Ⅳ型：総合区型
例：総合区（日本）、一

部の指定都市

Ⅳ型：総合区型
例：総合区（日本）、一

部の指定都市

F型：現行通例型
例：指定都市の行政区

F型：現行通例型
例：指定都市の行政区
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大都市改革と大都市議会

①大都市版「民主主義の赤字」

democratic deficit問題

②大都市改革のプレーヤーとし

ての議会

③一般地方議会共通の改革課題
（本報告では略）
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（出典）総務省地方議会のあり方に関する研究会報告書（2014年）より

（参考）



12（出典）総務省地方議会のあり方に関する研究会報告書関係資料（2014年）、横浜市資料より

横浜市

3,719,589
人（9.1現在）

８６

43251.0
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改革のオルタナティブ②

区議会を
設置する

区議会は
設置しな

い

市議会は存置する

市議会は廃止する

区単位の合議制
機関（議会以

外）を設置する

区単位では合議
制機関は設置し

ない

市議会の委員会・付属
機関等として設置する

市議会外の法定の協議
機関等として設置する

市議会外の任意の協議
組織等として設置する

Ａ型：特別市型
例：ソウル特別市、

韓国の広域市

Ａ型：特別市型
例：ソウル特別市、

韓国の広域市

B型：都区制度型
例：東京都、「大阪都」

構想

B型：都区制度型
例：東京都、「大阪都」

構想

C型：議会内分権型
例：トロント市

C型：議会内分権型
例：トロント市

D型：法定協議会型
例：地域自治区（日本）

D型：法定協議会型
例：地域自治区（日本）

Ｅ型：任意協議会型Ｅ型：任意協議会型

F型：現行通例型
例：指定都市の行政区

F型：現行通例型
例：指定都市の行政区
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区を単位とした都市内分権の評価基準

①代表性の法的保障（＝絶対的な「民主

主義の赤字」の軽減）

②大都市の多様性の担保（＝相対的な

「民主主義の赤字」の軽減）

③大都市の一体性の確保（＝戦略的な

大都市経営との調整）
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メリット デメリット

Ａ型：
特別市型

大都市が広域自治体として位置
づけられるとともに、基礎的自
治体レベルでの自治が保障され
ることで、市民に身近なレベル
で代表性が確保される。

基礎的自治体の自治が拡充する
と大都市の一体性が失われ、後
者が強調されると前者が縮小さ
れる可能性がある。

B型：
都区制度型

市民に身近なレベルで代表性が
確保される。

旧大都市の一体性が広域自治体
に吸収されるとともに、基礎自
治体レベルでは分割される。

C型：
議会内分権型

自治立法権限の役割分担、分権
化が進み、市民に身近なレベル
で効率的に代表性が確保される。

同一の議員が狭域（区）と全市
とを実質的に兼務する位置づけ
となり、役割が曖昧に。

D型：
法定協議会型

地域の実情を反映させる場が確
保される。

諮問機関的な位置づけであり、
決定権限を持たない。

Ｅ型：
任意協議会型

地域の住民、諸団体との連携の
場が確保される。

法的な位置づけがない。区単位
では任意組織としては規模が大
きすぎる可能性。

F型：
現行通例型

現状。 指定都市の権限が強化されるな
かで、民意確保上充分とはいえ
ない。

漸進的な「議会内分権」へ？
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【C型】トロント市：

合併前の旧市単位に

コミュニティ・カウ

ンシルを設置（議会委

員会と同等の位置づけ）

⇒市議会がコミュニティ・カウン
シルに対して一部の最終決定権限
を委任：他のコミュニティ・カウ
ンシルに影響を与える事項や、市
支配人が市全体に関わると考える
事項を除いて、市条例の適用除外、
規制条例、許可申請、各種ボード
メンバーへの市民指名その他に関
して一部の事務の最終決定権をコ
ミュニティ・カウンシルに委任。

（注）拙稿「ニューヨーク市及びトロント市
の都市内分権と地域行政」公益財団法人日本
都市センター編『欧米諸国にみる大都市制
度』2013年、41頁。
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【準C型】横浜市：議会基本条例の制定と区づくり

推進横浜市会議員会議の根拠づけ（平成２６年４月１日施行）

（参考）区づくり推進横浜市会議員会議運営要領
制定 平成６年５月２５日

最近改正 平成２５年８月９日
１ 目的

本市における個性ある区づくり推進費等について協議するため、各区に区づくり推進横浜市会議
員会議（以下「会議」という。）を置く。
２ 招集

会議は、市会議長が招集する。
３ 構成

会議は、当該区選出の市会議員をもって構成し、互選による座長を置く。
４ 協議事項

個性ある区づくり推進費に関して協議する。また、区の主要事業（区内において局が行う事業及
び区配事業を含む）に関して必要に応じ協議する。
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区を単位とする都市内分権を補完する
仕組みによる「民主主義の赤字」払拭

 都市内分権に準じた取組みは全国

的に普及（まちづくり協議会等の設置）

 大区役所のプラス面（総合性）、マイ

ナス面（規模大）を見据える

 区単位と、より住民に身近な単位

による補完（既存の地縁団体等の活用）
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結論

①指定都市の「民主主義の赤字」解消のために

都市内分権は不可欠。

②大都市の一体性を重視した戦略的経営を考慮

するとき、急進的な区の自治体化よりも、漸

進的な「議会内分権」が望ましい。

③「議会内分権」も多様なタイプが考えられ、

大都市のあり方に応じて制度設計すべき。

④「議会内分権」と適合・補完する区単位内で

の区民参加・協働の仕組みづくりが必須。


